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株主各位

2023年6月8日

株 主 各 位 (証券コード 1443)
東 京 都 千 代 田 区 神 田 東 松 下 町 1 7 番 地
技 研 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社

代表取締役社長 佐 々 木 　 ベ ジ

　●当社ウェブサイト
　http://www.giken-hd.co.jp

　●東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第６期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第６期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット
上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトに
アクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　上記のウェブサイトにアクセスしていただき、メニューより「IR情報」「株主総会」「第6期定時株
　主総会招集ご通知」を順に選択いただき、ご確認ください。

電子提供措置事項は当社ウェブサイトのほか、以下の東京証券取引所（東証）ウ
ェブサイトにも同じ内容で掲載しております。

　上記東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「技研ホールディングス」又は
「コード」に「1443」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」「縦覧書類」にある「株主
総会招集通知/株主資料」欄よりご確認ください。
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株主各位

１．日 時 2023年６月24日（土曜日）午後４時
２．場 所 東京都千代田区神田東松下町17番地

　フリージアグループ　本社ビル　1階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第６期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事

業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第６期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案
第3号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く）２名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件

４. その他招集にあたっての決定事項
◎書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議
案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り
扱いいたします。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら「議決権行使書用紙」を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合には、インターネット上の当社ウェ
ブサイト及び東証ウェブサイトに、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載
させていただきます。
◎書面交付請求をいただいた株主さまには、電子提供措置事項を記載した書
面を合わせてお送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第19条の
規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。
　①連結計算書類の「連結注記表」
　②計算書類の「個別注記表」
従いまして、当該書面に記載の事項につきましては、監査報告を作成するの
に際して、監査等委員会および会計監査人が監査をした対象書類の一部であ
ります。

　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月23日(金曜日)
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以上
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事業の経過及びその成果、財産及び損益の状況の推移

（ 2022年４月　1日から
2023年３月31日まで ）

年 度 別 前期繰越受注高 受注高 売上高 次期繰越受注高

前連結会計年度 3,252,503 7,828,652 8,179,512 2,901,643

当連結会計年度 2,901,643 4,974,792 5,480,028 2,396,407

増 減 △350,859 △2,853,860 △2,699,483 △505,236

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項
⑴ 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症への各
種政策の効果もあり景気の持ち直しの動きが見られ、社会経済活動の正常化
とともに緩やかな回復基調で推移しました。しかし、ウクライナ情勢の長期
化による資源・原材料価格の高騰など、依然として不透明な状況が続いてお
ります。
　当建設業界においては、公共投資は関連予算の執行により底堅く推移して
おり、民間設備投資は徐々に持ち直しの傾向にあります。しかしながらイン
フレ等による建設資材の高騰や品薄が長期化してきており、当社グループを
取り巻く経営環境の先行きは依然として楽観できない状況にあります。
　このような中、当社グループは社会資本整備の一翼を担う企業集団とし
て、自然災害の復旧支援、医療施設の改修事業等、国民の安全と豊かな暮ら
しの土台形成のための事業活動を行ってまいりました。
　この結果、受注高においては前年度の災害復旧工事による受注高の減少に
より前期比36.5％減の4,974百万円、売上高につきましては前期比33.0％減
の5,480百万円、営業利益につきましては、前期比57.8％減の414百万円、
経常利益につきましては前期比50.0％減の517百万円、親会社株主に帰属す
る当期純利益は前期比29.5％減の329百万円となりました。
　当社グループの前期繰越受注高、受注高、売上高、次期繰越受注高は次の
とおりであります。

（単位：千円）
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事業の経過及びその成果、財産及び損益の状況の推移

年 度 別 前期繰越受注高 受注高 売上高 次期繰越受注高

前連結会計年度 955,978 2,796,247 3,165,055 587,171

当連結会計年度 587,171 988,440 1,320,344 255,267

増 減 △368,807 △1,807,806 △1,844,710 △331,903

年 度 別 前期繰越受注高 受注高 売上高 次期繰越受注高

前連結会計年度 1,965,895 3,332,964 3,240,177 2,058,682

当連結会計年度 2,058,682 2,666,601 2,775,318 1,949,965

増 減 92,787 △666,363 △464,858 △108,717

　事業部門別の業績の状況は次のとおりであります。

【土木関連事業】
　法面保護工事が主体の当事業は、土木事業部の従業員数が減少してお
り、年間予定案件の発注が遅れていることや、なくなっている結果、受注
高につきましては前年同期比64.7％減の988百万円、売上高につきまして
は前年同期比58.3％減の1,320百万円、営業利益につきましては、前年同
期比62.7％減の229百万円となりました。
　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下
のとおりであります。

（単位：千円）

【建築関連事業】
　医療施設向けの放射線防護・電磁波シールド工事等が主体の当事業は、
新築物件・改修工事等の物件数が減少しており、元請建設業者の激しい価
格競争の結果、受注高につきましては前年同期比20.0％減の2,666百万
円、売上高につきましては前年同期比14.3％減の2,775百万円、営業利益
につきましては、前年同期比25.7%減の323百万円となりました。
　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下
のとおりであります。

（単位：千円）

【型枠貸与関連事業】
　消波根固ブロック製造用型枠の賃貸及びコンクリート二次製品の販売が
主体の当事業は、近年大きな災害が起きていないこともあり、災害復旧事
業が急速に減少していることや、建設物価の高騰からブロック使用量の減
少や発注時期の遅延等が起こっている結果、受注高につきましては前年同
期比23.7％減の1,265百万円、売上高につきましては前年同期比23.9％減
の1,303百万円となり、営業利益につきましては、前年同期比38.3%減の
177百万円となりました。
　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下
のとおりであります。

（単位：千円）
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事業の経過及びその成果、財産及び損益の状況の推移

年 度 別 前期繰越受注高 受注高 売上高 次期繰越受注高

前連結会計年度 203,105 1,658,022 1,712,997 148,129

当連結会計年度 148,129 1,265,257 1,303,303 110,084

増 減 △54,975 △392,764 △409,694 △38,045

年 度 別 前期繰越受注高 受注高 売上高 次期繰越受注高

前連結会計年度 127,523 41,418 61,282 107,659

当連結会計年度 107,659 54,492 81,061 81,090

増 減 △19,863 13,073 19,779 △26,569

【その他】
　その他の分野には、不動産賃貸事業、海外での事業等をまとめてその他
としております。受注高につきましては前年同期比31.6%増の54百万円、
売上高につきましては前年同期比32.3%増の81百万円、営業利益につきま
しては前年同期比12.6％増の22百万円となりました。
　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下
のとおりであります。

（単位：千円）

⑵ 設備投資等の状況
　当連結会計年度における設備投資総額は、約1,132百万円となりまし
た。設備投資の主なものは、鋼製型枠と不動産の取得に係るものでありま
す。

⑶ 資金調達の状況
　当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期借
入金として12億83百万円の調達を実施いたしました。

⑷ 対処すべき課題
　今後の経営環境は、コロナ5類移行による経済活動の活性化や、高水準
の賃上げなど徐々に回復に向かうと予想しております。国内の建設需要に
おきましては、公共建設投資は底堅く推移すると予想しております。民間
建設投資においては 徐々に回復傾向にあると予想しております。ただ
し、人出不足や材料高などの要因で今後の受注に応じきれない可能性がご
ざいます。また、世界景気の冷え込みによる景気後退の懸念もございま
す。
　このような状況のもと、当社グループは、既存事業の更なる向上はもと
より、市場における優位性を高めるべく、各事業の特性を生かした高付加
価値製品の開発を進めております。また、グループ企業との連携による一
気通貫を用い、価格競争力を高め、安定した収益の確保と強固な経営基盤
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事業の経過及びその成果、財産及び損益の状況の推移

作りに取り組み、社会貢献企業としての存在価値を高めていく所存でおり
ます。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますよう
お願い申しあげます。

項 目 第 3 期
（2019年度）

第 4 期
（2020年度）

第 5 期
（2021年度）

第 6 期
当連結会計年度
（2022年度）

百万円 百万円 百万円 百万円
売 上 高 10,008 9,361 8,179 5,480

百万円 百万円 百万円 百万円
経 常 利 益 1,205 1,206 1,033 517

百万円 百万円 百万円 百万円
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 656 746 466 329

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 40円40銭 45円98銭 28円74銭 20円27銭

百万円 百万円 百万円 百万円
総 資 産 12,745 16,288 15,975 15,725

百万円 百万円 百万円 百万円
純 資 産 8,140 9,376 9,884 9,535

⑸ 財産及び損益の状況の推移

（注）1.1株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
　　　2.「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年3月31日)等を第５期の期

首から適用しており、第５期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した
後の数値となっております。
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重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

技研興業株式会社 百万円
102

％
100.0

土木、建築工事及び消波
根固ブロックの製造用型
枠の貸与ならびに販売

日動技研株式会社 百万円
85

％
100.0

建設資材のレンタル
及び販売

株式会社アゼモト　
メ デ ィ カ ル

百万円
30

％
100.0

医療機器のハードウエ
ア、ソフトウエアの企
画、開発、製造及び販売

有限会社筑波工業 百万円
19

％
100.0

土木建築資材及び機材の
販売

特定完全子会社の名称 技研興業株式会社

特定完全子会社の住所 東京都千代田区神田東松下町17番地

当社及び当社の完全子会社における
特定完全子会社の株式の帳簿価額 6,857百万円

当社の総資産額 11,046百万円

⑹ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）1.技研興業株式会社の資本金は税負担の軽減を図ることを目的に資本金の額を1,120百万
　　　　円から102百万円に減額いたしました。
　　　2.株式会社アゼモトメディカルは重要性が増したため、また、有限会社筑波工業は、新た
　　　　に持分を取得したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
　　　3.当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

⑺ 主要な事業内容（2023年3月31日現在）
① 土木関連事業

法面保護、急傾斜地対策等の土木工事
② 建築関連事業

放射線・電磁波シールド、電波吸収体関連の建築工事及び関連する建
築工事用資材等の販売

③ 型枠貸与関連事業
消波根固ブロック製造用型枠の賃貸、建設資材のレンタル及びコンク
リート二次製品・土木関連資機材の販売ならびに設計コンサルタント

④ その他
海外事業、事務所用テナントビル等の賃貸収入、太陽光等による発電
及び売電事業等

名 称 所 在 地
本 社 東 京 都 千 代 田 区

名 称 所 在 地
本 社 東 京 都 千 代 田 区
杉 並 営 業 所 東 京 都 杉 並 区
札 幌 営 業 所 北 海 道 札 幌 市
東 北 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市
関 東 営 業 所 東 京 都 杉 並 区
神 奈 川 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市
北 陸 営 業 所 新 潟 県 新 潟 市
関 西 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市
近 畿 中 四 国 営 業 所 高 知 県 高 知 市
九 州 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市
総 合 技 術 研 究 所 東 京 都 八 王 子 市

名 称 所 在 地
本 社 東 京 都 千 代 田 区
東 京 営 業 所 東 京 都 中 野 区
仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市
関 西 営 業 所 滋 賀 県 栗 東 市

⑻ 主要な営業所及び工場（2023年3月31日現在）
① 当社

② 子会社の主要な事業所
　　技研興業㈱

　　日動技研㈱
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地
本 社 東 京 都 千 代 田 区

名 称 所 在 地
本 社 埼 玉 県 入 間 郡
関 西 支 店 滋 賀 県 栗 東 市

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

108名 △34名

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 徳 島 大 正 銀 行 1,376百万円

株 式 会 社 東 京 ス タ ー 銀 行 　　　　　　　　　　　851

芝 信 用 金 庫 　　　　　　　　　　　　　　639

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 　　　　　　　　　　　　　　600

　　㈱アゼモトメディカル

　　㈲筑波工業

⑼ 使用人の状況（2023年3月31日現在）
企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は、就業人員数であります。

⑽ 主要な借入先（2023年3月31日現在）

⑾ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　　　該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項

⑴ 発行可能株式総数 50,000,000株

⑵ 発行済株式の総数 16,237,977株

⑶ 株主数 6,162名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

フ リ ー ジ ア ・ マ ク ロ ス 株 式 会 社 4,383,600株 27.00％

夢 み つ け 隊 株 式 会 社 3,621,000株 22.30％

株 式 会 社 S B I 証 券 389,394株 2.40％

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 321,000株 1.98％

佐 藤 記 和 220,000株 1.36％

武 井 博 子 199,000株 1.23％

楽 天 証 券 株 式 会 社 186,600株 1.15％

大 島 　 勇 181,000株 1.11％

フリージアトレーディング株式会社 179,000株 1.10％

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 150,000株 0.92％

２. 会社の株式に関する事項（2023年3月31日現在）

⑷ 大株主の状況

（注）持株比率は自己株式（2,685株）を控除して計算しております。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

３. 会社の新株予約権等に関する事項
⑴ 当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の状況

　該当事項はありません。

⑵ 当事業年度中に当社使用人等に対して交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 佐 々 木 　 ベ 　 ジ

技研興業㈱代表取締役兼管理本部長
フリージア・マクロス㈱取締役会長
㈱ピコイ代表取締役
夢みつけ隊㈱代表取締役
Daito Me Holdings Co.,LTD　董事
長
㈱セキサク代表取締役
フリージアホールディングス㈱代表取
締役
㈱ユタカフードパック代表取締役
ソレキア㈱取締役顧問
㈱協和コンサルタンツ取締役
㈱ラピーヌ代表取締役

取 締 役 久 田 利 一 フリージア・マクロス㈱取締役兼押出
機事業本部長

※ 取 締 役
( 監  査  等  委  員 ) 野 　 中 　 信 　 敬 大島総合法律事務所パートナー弁護士

※ 取 締 役
( 監  査  等  委  員 ) 小 　 畑 　 　 　 元

フリージア・マクロス㈱取締役(監査等
委員）
㈱小畑設計顧問

※ 取 締 役
( 監  査  等  委  員 ) 多 　 胡 　 英 　 文 ㈱レオマックス代表取締役

４. 会社役員に関する事項
⑴ 取締役の状況（2023年3月31日現在）

(注) １. ※は会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
２. 当社は、取締役多胡英文氏を東京証券取引所の上場規程で定める「独立役員」とし

て同取引所に対して届出を行っております。
３. 監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じ

た組織的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことか
ら、常勤の監査等委員を選定しておりません。

⑵ 取締役及び監査等委員である取締役の報酬等
　取締役及び監査等委員である取締役の報酬は、株主総会で承認された内容
及び金額の範囲内で、取締役会において決定することとしております。
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会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

　2018年6月26日開催の第1期定時株主総会において、取締役の報酬限度額
は月額1,500万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）、監
査等委員である取締役の報酬限度額は、月額300万円以内と決議いただいて
おります。当該決議に係る取締役の員数は3名（うち、社外取締役2名）、
監査等委員である取締役の員数は3名（うち、社外取締役は3名）でありま
す。

①　役員報酬の内容の決定に関する方針等
　持続的な成長及び中長期的な企業価値向上のため、当社の取締役（監査
等委員である取締役を除く）の報酬等は、職責、業績、貢献度を適切に反
映した役員報酬水準であること及び、持続的成長に不可欠な人材を確保で
きる報酬とすることを基本方針としております。
　また、役員個別の報酬額の算出については、代表取締役に一任する旨が
取締役会にて決議されており、報酬に関する内容及び算出根拠等が、適切
に行使されるよう、社外取締役に諮問し答申を得るものとしております。　
代表取締役に委任した理由として、当社グループの業績を俯瞰しつつ、各
取締役の職責を客観的に評価できる立場であると判断し、決定しておりま
す。

②　報酬構成及び支払時期等
　取締役、社外取締役ともに、職責の大きさに応じた役位ごとの固定報酬
とし、固定報酬を12等分した定額を、毎月金銭にて支給しております。
　また、固定報酬の改定は、役位や役割が変更する場合、業績及び経営環
境を鑑みて、実施することを基本とし、改定時期は毎年定時株主総会終結
の翌月としております。

③　当事業年度にかかる取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別
　　の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断した理由

　当事業年度に係る取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容
について、決定方針に沿う手続きを経て取締役（監査等委員を除く）の個
人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針
に沿うものであり、相当であると判断しております。
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区 分
報 酬 等
の 総 額 対 象 と な る

役 員 の 員 数固 定 報 酬

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） - 千円 - 名

社 外 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 5,427千円 2名

合 計 5,427千円 2名

⑶ 取締役の報酬等の総額

(注) １. 上記取締役の支給人員については、無報酬の取締役（監査等委員を除く）2名は除い
ております。

２. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2018年6月26日開催の第1期定時株
主総会において、月額1,500万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まな
い）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は3名
（うち、社外取締役は2名）です。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2018年6月26日開催の第1期定時株主総
会において、月額300万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結
時点の監査等委員である取締役の員数は3名（うち、社外取締役は3名）です。

⑷ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者（又は社外役員）の兼職状況及び当該兼職先と
　　当社の関係

・取締役（監査等委員）野中信敬氏は、大島総合法律事務所のパートナー
弁護士であります。

　当社と同事務所との間には、特別の利害関係はありません。
・取締役（監査等委員）小畑元氏は、フリージア・マクロス㈱取締役（監

査等委員）及び㈱小畑設計顧問であります。
　当社と両社との間には、特別の利害関係はありません。
・取締役（監査等委員）多胡英文氏は、㈱レオマックス代表取締役であり

ます。
　当社と同社との間には、特別の利害関係はありません。
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区 分 氏 名 主な活動状況及び社外取締役に期待される
役割に関して行った職務の内容

取 締 役
(監査等委員) 野 中 　 信 敬

当事業年度に開催された取締役会全6回及び、監査等委員会
委員長として監査等委員会全17回全てに出席し、適宜、必要
な発言を行っております。
また、社外取締役としての独立的立場から、業務の執行を監
督し、法律に関する専門的な知識と経験を活かし、企業経営
の適正性、ガバナンスの強化に取り組んでおります。

取 締 役
(監査等委員) 小 畑 　 　 元

当事業年度に開催された取締役会全6回及び、監査等委員会
全17回全てに出席し、適宜、必要な発言を行っております。
また、社外取締役としての独立的立場から、業務の執行を監
督し、秋田県大館市市長を務めた豊富な経験を活かし、社会
における企業の役割、適正性の確保について、提言いただい
ております。

取 締 役
(監査等委員) 多 胡 　 英 文

当事業年度に開催された取締役会全6回及び、監査等委員会
全17回全てに出席し、適宜、必要な発言を行っております。
また、社外取締役、独立役員としての立場から、業務の執行
を監督し、企業経営者としての豊富な経験を活かし、コンプ
ライアンス体制の確保に取り組んでおります。

② 当事業年度における主な活動状況

③ 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第

423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定

める最低責任限度額としています。
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５. 会計監査人の状況
⑴ 会計監査人の名称　　　　　清流監査法人

⑵ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①　報酬等の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,000千円
②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,000千円
(注) 1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2.当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積り算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上、会
計監査人の報酬等の額について同意の判断を行っております。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を監査等委員会が決定し、その議案を取締役会が株主総会
に上程する方針です。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、取締役会において会社の業務の適正性等を確保するための内部統
制システムの構築の基本方針を以下のとおり決定し、社内規程及びシステム
全般に亘る見直しを適宜行い、以下の基本方針に沿って整備・運用しており
ます。
① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制
　当社グループは、取締役、使用人が遵守すべき規範として「技研ホール
ディングス行動憲章」を制定し、法令・定款及び経営理念を遵守した行動
を取るための行動規範とします。また、その徹底を図るため、全社のコン
プライアンスの取り組みを横断的に統括することとしております。

② 職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　職務執行に係る情報の保存及び管理に関する規則を作成し、それに基づ
き管理を行い、取締役は常時閲覧可能とします。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリス
クについては、当社及び各子会社にて規則・ガイドラインを制定し、配布
並びに教育等を行います。また、組織横断的リスク状況の監視及び全社的
対応は管理本部が行い、適時かつ正確なリスク情報が取締役に報告される
体制を維持しています。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制

　代表取締役及び関係する取締役は、子会社にて開催される活性化会議に
出席し、各社の業務執行を管理します。また、毎月度、当社取締役会にお
いて計画達成状況及び財務状況の報告を受ける管理体制を構築していま
す。

⑤ 監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人に関する体制
　当社の現状を勘案し、当面特定の監査等委員である取締役の補助人の設
置はしませんが、監査等委員会が業務補助を必要と認めた場合は監査等委
員である取締役の補助にあたらせます。
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⑥ 前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性
に関する事項

　監査等委員である取締役より命令を受けた使用人は、監査等委員である
取締役の補助業務遂行について、取締役はその独立性について認識すると
ともに、関係者にも周知徹底させるものとします。

⑦ 当社及び子会社からなる企業集団の取締役及び使用人が当社の監査等委
　　員である取締役に報告するための体制
1.監査等委員である取締役が出席する会議、閲覧する資料、監査等委員会
に定期的に報告する事項、臨時的に報告する事項等を整理し体制を整備
するものとします。
2.当社の取締役及び使用人は、当社の監査等委員である取締役に対して、
法的事項に加え全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の結果と改
善状況、内部通報制度を利用した通報の内容及び状況、その他監査等委
員である取締役が職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項に
ついて、速やかに報告、情報を提供することとします。
3.当社の子会社の取締役及び使用人は、当社の監査等委員である取締役か
ら業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適
切な報告を行うこととします。

⑧ 当社の監査等委員である取締役へ報告した者が当該報告をしたことを理
　　由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
　監査等委員である取締役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当
該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その
旨を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底します。

⑨ 当社監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又
　　は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の
　　処理に係る方針に関する事項
　監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し、会社
法第399条の2第4項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該請求
に係る費用又は債務が当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要で
はないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理いたし
ます。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

⑩ その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保す
　　るための体制
　監査等委員である取締役と取締役等との定期的な意見交換会並びに監査
等委員である取締役と会計監査人及び内部監査部門等との連携をとり、実
効的な監査が実施できる体制を整えます。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と一切の関
係を持たないことを基本方針とし、全ての取締役、従業員に対して、反社
会的勢力及びこれらと関係のある個人や団体の利用、これらへの資金提供
や協力、加担など一切の関係を持つことを禁止しております。また、反社
会的勢力に対する対応は総務部が統括し、顧問弁護士及び特殊暴力防止対
策協議会等の外部専門機関と連携し、情報の共有化を図り、反社会的勢力
からの不当要求に対し適切に対処できる体制の整備・運用を図っておりま
す。

７. 会社の支配に関する基本方針
　買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。

　（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、比率
その他については四捨五入により表示しております。
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連結貸借対照表

（2023年3月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等
及 び 契 約 資 産

有 価 証 券

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

賃 貸 用 鋼 製 型 枠

機 械 装 置

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

5,672,874

3,003,500

2,007,177

233,921

397,537

36,106

△5,368

10,053,038

5,494,109

803,752

466,276

21,971

4,041,941

63,597

96,570

115,726

115,726

4,443,203

4,263,806

9,579

134,806

84,874

△49,863
　

流 動 負 債 2,484,852
支払手形・工事未払金等 1,551,034
1年内返済予定の長期借入金 553,055
リ ー ス 債 務 5,834
未 払 法 人 税 等 71,588
契 約 負 債 50,992
賞 与 引 当 金 34,900
工 事 損 失 引 当 金 2,433
そ の 他 215,015

固 定 負 債 3,705,587

長 期 借 入 金 3,566,434
リ ー ス 債 務 6,732
繰 延 税 金 負 債 1,267
退職給付に係る負債 91,803
そ の 他 39,350

負 債 合 計 6,190,440

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,680,907
資 本 金 1,120,000

資 本 剰 余 金 1,473,840

利 益 剰 余 金 7,087,776

自 己 株 式 △709

その他の包括利益累計額 △145,434

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △122,270

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △23,164

純 資 産 合 計 9,535,472

資 産 合 計 15,725,913 負 債 純 資 産 合 計 15,725,913

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（ 2022年4月　1日から
2023年3月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額 金 額

売 上 高 5,480,028

売 上 原 価 4,265,564

売 上 総 利 益 1,214,464

販売費及び一般管理費 800,028

営 業 利 益 414,435

営 業 外 収 益

受 取 利 息 43

受 取 配 当 金 105,518

助 成 金 収 入 22,066

そ の 他 24,733 152,361

営 業 外 費 用

支 払 利 息 45,280

そ の 他 4,157 49,437

経 常 利 益 517,359

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 53 53

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 456 456

税金等調整前当期純利益 516,956

法人税、住民税及び事業税 144,150

法 人 税 等 調 整 額 43,651 187,802

当 期 純 利 益 329,154
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 329,154

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年4月　1日から
2023年3月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,120,000 1,473,840 6,769,180 △589 9,362,432

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △16,235 △16,235
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 329,154 329,154

自 己 株 式 の 取 得 △120 △120

連 結 範 囲 の 変 動 5,677 5,677
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 318,595 △120 318,474

当 期 末 残 高 1,120,000 1,473,840 7,087,776 △709 9,680,907

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 494,860 27,218 522,078 9,884,511

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △16,235
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 329,154

自 己 株 式 の 取 得 △120

連 結 範 囲 の 変 動 5,677
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △617,131 △50,382 △667,513 △667,513

連結会計年度中の変動額合計 △617,131 △50,382 △667,513 △349,038

当 期 末 残 高 △122,270 △23,164 △145,434 9,535,472

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2023年3月31日現在）
（単位：千円）

　 資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 71,826 流 動 負 債 193,280

現 金 預 金 70,582 未 払 金 572

前 払 費 用 35 未 払 費 用 142,102

未 収 入 金 1,208 未 払 法 人 税 等 10,114

固 定 資 産 10,975,096 1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 40,000

投 資 そ の 他 資 産 10,975,096 そ の 他 490

投 資 有 価 証 券 4,027,548 固 定 負 債 3,930,200

関 係 会 社 株 式 6,857,902 長 期 借 入 金 3,930,200

繰 延 税 金 資 産 89,645 負 債 合 計 4,123,480

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,120,894

資 本 金 1,120,000

資 本 剰 余 金 5,737,902

資 本 準 備 金 1,473,840

その他資本剰余金 4,264,062

利 益 剰 余 金 263,701

その他利益剰余金 263,701

繰越利益剰余金 263,701

自 己 株 式 △709

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △197,452
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 △197,452

純 資 産 合 計 6,923,442

資 産 合 計 11,046,922 負 債 純 資 産 合 計 11,046,922

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（ 2022年4月　1日から
2023年3月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額 金 額

営 業 収 益 78,015

営 業 費 用

販売費及び一般管理費 50,023

営 業 利 益 27,992

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 96,518

そ の 他 227 96,747

営 業 外 費 用

支 払 利 息 28,922

そ の 他 9 28,931

経 常 利 益 95,807

税 引 前 当 期 純 利 益 95,807

法人税、住民税及び事業税 24,219

法 人 税 等 調 整 額 2,142 26,361

当 期 純 利 益 69,445

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（ 2022年4月　1日から
2023年3月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
その他資本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,120,000 1,473,840 4,264,062 5,737,902 210,492 210,492 △589 7,067,805

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △16,235 △16,235 △16,235

当 期 純 利 益 69,445 69,445 69,445

自 己 株 式 の 取 得 △120 △120

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 － － － － 53,209 53,209 △120 53,089

当 期 末 残 高 1,120,000 1,473,840 4,264,062 5,737,902 263,701 263,701 △709 7,120,894

評 価 ・ 換 算 差 額 等 純資産合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 431,085 431,085 7,498,891

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △16,235

当 期 純 利 益 69,445

自 己 株 式 の 取 得 △120

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

△628,538 △628,538 △628,538

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 △628,538 △628,538 △575,449

当 期 末 残 高 △197,452 △197,452 6,923,442

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 悦 正 史
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久 保 文 子

独立監査人の監査報告書
2023年5月31日

技研ホールディングス株式会社
　　　取締役会　御中

清流監査法人
　東京都港区

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、技研ホールディングス株式会社の

2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、技研ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及
び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 加 悦 正 史
業 務 執 行 社 員 公認会計士 久 保 文 子

独立監査人の監査報告書
2023年5月31日

技研ホールディングス株式会社
　　　取締役会　御中

清流監査法人
東京都港区

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、技研ホールディングス株式会
社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から
独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載
内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プ
ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して
除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな
くなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成
及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第6期事業
年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び
結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事
項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社において業務及び財産の状況を調査しました。また、子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容
及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人清流監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2023年6月1日
技研ホールディングス株式会社　監査等委員会

監査等委員 野 中 信 敬 ㊞
監査等委員 小 畑 　 元 ㊞
監査等委員 多 胡 英 文 ㊞

　（注）監査等委員野中信敬氏、小畑元氏、多胡英文氏は、会社法第2条第15
号及び第331条第6項に規定する社外取締役であります。

以　上
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剰余金処分の件

株主総会参考書類

議案及び参考事項
第1号議案 剰余金の処分の件
第6期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに内部留保と今後の
事業投資等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
1. 配当財産の種類
　　金銭といたします。
2. 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　当社普通株式1株につき金1円といたしたいと存じます。
　　なお、この場合の配当総額は、16,235,292円となります。
3. 剰余金の配当が効力を生じる日
　　2023年6月26日といたしたいと存じます。

－ 31 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）２名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

1

さ さ き 　 べ 　 じ
佐 々 木 　 ベ 　 ジ

(1955年9月26日)

    2009年    9 月 フリージア・マクロス㈱取締役
会長（現任）

    2009年    9 月 夢みつけ隊㈱代表取締役（現
任）

    2016年    6 月 技研興業㈱取締役会長兼管理本
部長

    2018年    1 月 当社代表取締役社長（現任）
    2019年    2 月 ㈱協和コンサルタンツ取締役

（現任）
    2020年    6 月 ソレキア㈱取締役顧問（現任）
    2021年    3 月 ㈱ラピーヌ代表取締役（現任）
    2021年    1 月　技研興業㈱代表取締役兼管理本

部長(現任)
27,000株

（重要な兼職の状況）
フリージア・マクロス株式会社取締役会長
株式会社ピコイ代表取締役
夢みつけ隊株式会社代表取締役
Daito Me Holdings Co.,LTD　董事長
株式会社セキサク代表取締役
技研興業株式会社代表取締役
フリージアホールディングス株式会社代表取締役
株式会社ユタカフードパック代表取締役
株式会社協和コンサルタンツ取締役
ソレキア株式会社取締役顧問
株式会社ラピーヌ代表取締役

【取締役候補者とした理由】
　経営者としての幅広い見識と豊富な経験、強いリーダシップと実行力を有している
ことから、当社グループの更なる企業価値向上に寄与するものと判断し、業務執行の
最高責任者として、引き続き取締役候補者といたしました。

第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）2名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く）全員（2名）は、本総会終結の時を
もって任期満了となります。つきましては取締役2名の選任をお願いしたいと存
じます。
　取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであります。

－ 32 －



2023/05/31 20:22:34 / 22945923_技研ホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く）２名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

2

ひさだ　　　　としかず
久 田 　 利 一

(1955年3月20日)

1998年6月 フリージア・マクロス㈱取締役
　　　　　　　押出機事業本部長(現任)

0株
（重要な兼職の状況）

フリージア・マクロス株式会社取締役

【取締役候補者とした理由】
　長年にわたり製造技術責任者を努めた経験を有しており、その豊富な知見を活か
し、当社グループのさらなる技術力向上や、持続的な成長のため、経営手腕が発揮さ
れることを期待するものです。

（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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監査等委員である取締役３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

1

お ば た 　 は じ め
小 畑 　 　 元 期
（1948年7月25日）

社外取締役在籍期間　5年

1974
1981

1985
1991
2015
2015
2018

2018

年
年

年
年
年
年
年

年

4
6

11
5
4
4
6

6

月
月

月
月
月
月
月

月

建設省入省
建設省計画局宅地開発課課長補
佐
建設省退職
大館市長に就任
大館市長を退任
㈱小畑設計顧問就任（現任）
当社社外取締役（監査等委員）
（現任）
フリージア・マクロス㈱社外取
締役（監査等委員）（現任）

0株

（重要な兼職の状況）
株式会社小畑設計顧問
フリージア・マクロス株式会社社外取締役（監
査等委員）

【社外取締役候補者とした理由
　及び社外取締役に選任された場合に果たすことが期待される役割の概要】
　秋田県大館市市長を務めた経歴を有し、その豊富な経験と知識を当社の監査体制に活かしていただけるこ
とを期待するため、監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであります。なお、同氏
は、社外取締役又は社外監査役になること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理
由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

2

のなか　　　のぶたか
野 中 　 信 敬
(1956年7月25日)

社外取締役在籍期間　5年

1988
1995

2018

年
年

年

4
6

1

月
月

月

弁護士登録
大島総合法律事務所パートナー
（現任）
当社社外取締役（監査等委員）
（現任）

0株

（重要な兼職の状況）
大島総合法律事務所パートナー

【社外取締役候補者とした理由
　及び社外取締役に選任された場合に果たすことが期待される役割の概要】
　弁護士として長年にわたる実務経験で培われた企業経営体制に関する深い見識には定評があり、職務を
適切に遂行いただくことを期待するため、監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであ
ります。なお、同氏は、社外取締役又は社外監査役になること以外の方法で会社経営に関与したことはあり
ませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

第3号議案　監査等委員である取締役3名選任の件
　監査等委員である取締役全員（3名）は、本総会終結の時をもって任期満了と
なります。つきましては監査等委員である取締役3名の選任をお願いしたいと存
じます。
　本議案については、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

－ 34 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社の株式数

3

た　ご　　　ひでふみ
多 胡 　 英 文
(1949年4月30日）

社外取締役在籍期間　4年

2009

2018
2019

年

年
年

6

1
6

月

月
月

㈱レオマックス代表取締役（現
任）
当社社外取締役
当社社外取締役（監査等委員）
（現任）

0株

（重要な兼職の状況）
株式会社レオマックス代表取締役

【社外取締役候補者とした理由
　及び社外取締役に選任された場合に果たすことが期待される役割の概要】
　企業経営者としての豊富な経験、能力を有しており、客観的、中立的な立場から意見いただけることを期

待し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

（注）1.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.各候補者は、社外取締役候補者であります。
3.当社は、現在、多胡英文氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に
届け出ております。同氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員とする予定であ
ります。
4.当社は、各候補者との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額としております。なお、各候補者
の選任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

以上

－ 35 －
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地図

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

フリージアグループ　本社ビル　１階
〒101-0042　東京都千代田区神田東松下町１７番地
ＴＥＬ　03-6635-1839
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【交通】
・都営新宿線岩本町駅Ａ１出口………徒歩４分
・ＪＲ山手線神田駅東口出口…………徒歩５分
・東京メトロ銀座線神田駅３番出口…徒歩５分
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